
平成15年４月２日 行政改革・公社等改革推進チーム

平成15年４月１日付けで、「平成15年度青森県行政改革実施計画」を策定しました。

その概要は、次のとおりです。

「平成15年度青森県行政改革実施計画」は、青森県行政改革大綱（平成13年11月30日改定）

に基づき、同大綱の４つの推進項目の体系の下に、行政改革の着実な推進を図るため、平成15

年度における行政改革の推進の目標を定めるとともに、平成14年度の取組状況を取りまとめた

ものです。

平成14年度の取組状況は、次の表のとおり、同年度において取り組むものと計画した実施ス

ケジュール項目合計486項目のうち、実施済のものと取組を行ったが完了に至らず継続するも

のが合わせて477項目（98.1％）となっています。
※ 平成14年度の取組状況

実 施 に 取 り 組 ん だ 項 目 実施に取り組む
ことができなか 合 計

実 施 済 実 施（未了） 計 った項目

４０６(83.5％) ７１(14.6％) ４７７(98.1％) ９( 1.9％) ４８６(100％)

「県民の視点による改革の推進」を図るため、行政改革の推進状況について、具体的な項目

別の「実施スケジュール」として取りまとめ、ホームページなどにより公表します。

青森県行政改革推進本部が中心となって全職員の参画の下に行政改革に取り組むため、職員

がいつでも、同実施計画を参照することができるように、全庁ＬＡＮにより提供します。

（平成13年度～平成15年度のおおむね３か年間の取組事項等） （件）

計 画 事 項 実施スケジュール項目

取 組 取 組
推 進 項 目 14年度 15年度 14年度 15年度

項 目 事 項 計 画 計 画 計 画 計 画
登 載 登 載 登 載 登 載

Ⅰ 公正で透明な開かれた県政の推進 ４ １０ ４８ ４８ １３０ １３４

Ⅱ 県民本位の行政サービス提供の推進 ４ １１ ５２ ５２ １３０ １３８

Ⅲ 簡素で効率的・効果的な行財政運営の推進 １１ ２８ ７０ ９０ ２３６ ３４０

Ⅳ 時代変化へ対応する県政の推進 ６ １５ ６６ ６６ １４２ １５７

計 ２５ ６４ ２３６ ２５６ ６３８ ７６９

注 平成14年度・平成15年度「計画登載」の件数は、行政改革の取組期間（平成13年度～平成15年度の

おおむね３か年間）において取り組むべき事項・項目として各年度の計画に登載した件数である。
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○ 事務事業等の整理合理化の状況 （単位 件、千円）

区 分 平成14年度実施計画 平成 14年 度実績 差 引 増 減

件 数 ２４２ ２３０ △ １２

事 務 事 業 等 金 額 １９，０３８，３３５ １４，８７３，５７１ △４，１６４，７６４

一般財源 ４，９１２，３３８ ４，２７２，４９４ △ ６３９，８４４

件 数 ４８ ４５ △ ３

県費単独補助金 金 額 １，１５９，７１３ ２，９３３，５５１ １，７７３，８３８

一般財源 １，１１８，２３０ ２，４８０，９３１ １，３６２，７０１

※ 平成13年度及び平成14年度の実績 （単位 件、千円）

区 分 平成 13年 度実績 平成 14年 度実績 計

件 数 ８１８ ２３０ １，０４８

事 務 事 業 等 金 額 １３，０６１，５２４ １４，８７３，５７１ ２７，９３５，０９５

一般財源 ３，３０４，０８５ ４，２７２，４９４ ７，５７６，５７９

件 数 １２２ ４５ １６７

県費単独補助金 金 額 １，３２４，９０６ ２，９３３，５５１ ４，２５８，４５７

一般財源 １，１６１，８８２ ２，４８０，９３１ ３，６４２，８１３

○ 財政情報の充実と公表の状況

区 分 内 容

○ 「青森県普通会計バランスシート」のほかに、公営事業会計を含めた「青

森県全体のバランスシート」を作成し公表(平成13年11月、平成14年11月)

バランスシートの作 ○ 県が2分の1以上を出資している公社等を含むバランスシートを作成し公表

成 （平成14年11月）

○ 統一的な作成基準に基づいて作成・公表している全国37道府県との比較を

作成し公表（平成14年11月）

○ 行政サービスのコストを説明するための「青森県普通会計行政コスト計算

行政コスト計算書の 書」を作成し公表（平成13年11月、平成14年11月）

作成 ○ 統一的な作成基準に基づいて作成・公表している全国29道府県との比較を

作成し公表（平成14年11月）

○ 予算編成過程の透明性を高めるため予算要求段階の情報を公表（平成13年

予算編成過程の情報 12月、平成14年12月）

の公開 ○ 緊急課題等対応経費採択事業の情報を公表（平成14年10月）

○ 予算案決定段階の情報を公表（平成15年2月）
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○ 行政組織等の見直しの状況

区 分 内 容

【平成14年３月31日】

○ 女性就業援助センターの廃止

○ 地方出納事務所の廃止

○ 三沢渉外労務管理事務所の廃止

○ 黒石保健所の廃止（弘前保健所へ統合）

廃 止 ○ 十和田保健所及び三沢保健所の統合（上十三保健所の設置）

【平成15年３月31日】

○ 計量検定所の廃止（業務の本庁への移管）

【平成15年度】

○ 消費生活センターの廃止（業務の民間委託等を実施）

○ 身体障害児療育相談所の廃止（業務を保健所に移管）

【平成14年４月１日】

○ 保健所、福祉事務所及び児童相談所の統合（健康福祉こどもセンターの設置）

○ 家畜保健衛生所及び漁港事務所を農林水産事務所に統合

○ 土木事務所、浅虫・駒込ダム建設事務所、都市公園建設事務所、港湾管理

事務所及び目屋ダム管理事務所の統合（県土整備事務所の設置）

○ 北海道情報センターを岩手県及び秋田県と共同運営

【平成15年４月１日】

○ 大阪情報センターを岩手県及び秋田県と共同運営

統 合 ○ 名古屋情報センターを岩手県及び秋田県と共同運営

○ 環境保健センター放射能部及び環境保健センター六ケ所放射線監視局の統

合（原子力センターの設置）

○ 工業関係試験研究機関の統合（工業総合研究センターの設置）

○ 農業関係試験研究機関の統合（農林総合研究センターの設置）

○ 水産関係試験研究機関の統合（水産総合研究センターの設置）

○ 食品加工関係試験研究機関の統合（ふるさと食品研究センターの設置）

【平成16年度以降】

○ 三沢高等技術専門校の八戸工科学院への統合

○ 木造高等技術専門校の弘前高等技術専門校への統合

グループ制の導入 ○ 一部の所属に試験的に導入(平成14年４月１日)

○ 本庁の所属に全面的に導入(平成15年４月１日)

共通事務の処理体制 ○ 本庁各部における給与・旅費事務の集中化（平成15年４月１日）

の見直し ○ 旅費の口座振込制度の実施（平成15年４月１日）
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○ 権限委譲等の状況

区 分 内 容

出先機関への権限委 ○ 平成13年４月１日実施 40件 ○ 平成13年７月30日実施 3件

譲 ○ 平成14年４月１日実施 77件 ○ 平成14年12月１日実施 7件

○ 平成15年１月８日実施 9件

○ 平成15年４月１日実施 55件

決裁区分の見直し ○ 平成13年４月１日実施 ２件 ○ 平成13年12月５日実施 69件

○ 平成14年４月１日実施 155件 ○ 平成14年10月18日実施 1件

○ 平成15年４月１日実施 1件

市町村への事務権限 ○ 平成13年４月１日実施 11件

の移譲 ○ 平成14年４月１日実施 14件

○ 行政手続の簡素化等の状況

区 分 内 容

○ 木材業者の登録規制の廃止（平成14年３月31日）

規 制 緩 和 等 ○ 運転免許証の有効期間の延長（平成14年６月１日）

○ 運転免許証の更新手続期間の緩和（平成14年６月１日）

○ 特殊建築物等の定期調査（検査）報告の緩和（平成15年４月１日）

○ 県のホームページに申請書、届出書等の様式を提供する専用コーナーの設

置（平成14年３月）

○ 県教育委員会ホームページで申請書、届出書等の様式の提供開始（平成13

年12月）

届出等の手続等の緩 ○ 建設工事の入札参加資格審査申請の郵送受付（平成14年３月）

和 ○ 優良運転者の運転免許証更新申請書の住所地管轄外の公安委員会経由によ

る受付（平成14年６月）

○ 建設コンサルタントの入札参加資格審査申請の郵送受付（平成15年３月）

○ 県税の口座振替納税の導入（平成13年度個人事業税定期賦課分、平成14年

度自動車税定期賦課分、平成15年度法人県民税・事業税、平成16年度軽油引

取税）

○ 八戸エリアにおける運転免許証の即日交付（平成13年10月）

○ 総合社会教育センター及び県立郷土館の使用申込書の提出期限及び使用料

の納付期限の緩和（平成14年４月１日）

○ 港湾施設の使用期間の上限の延長（平成14年４月１日）

行政サービスの向上 ○ 県立郷土館の小中学生の観覧料の無料化（平成14年４月１日）

○ 県例規集のデータベース化及びホームページへの掲載（平成15年度）

○ 行政手続制度に係る審査基準等のデータベース化及びホームページへの掲

載（平成15年度）

○ 情報公開支援機能を備えた行政文書総合管理システムの開発・整備（平成

15年度～）
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○ 入札システムの改善の取組の状況

区 分 内 容

○ 建設工事に係る競争入札の予定価格の事前公表（平成13年10月）
○ 建設関連業務に係る競争入札の予定価格の事前公表（平成14年４月）
○ 建設工事（予定価格５億円以上のすべての工事）に係る制限付一般競争入
札の試行（平成14年４月）
○ 建設工事に係る発注見通し、入札公告、落札等の情報のインターネットで
の一元的な公表
（平成13年10月県土整備部３公所・農林水産部２公所で試行）
（平成14年４月県土整備部及び農林水産部のすべての公所で実施）

透 明 性 の 向 上 等 （平成15年度 自然公園施設整備及び観光施設整備に係る建設工事について
実施）

○ 建設関連業務に係る発注見通し、入札公告、落札等の情報のインターネッ
トでの一元的な公表
（平成14年11月県土整備部及び農林水産部のすべての公所で実施）
○ 青森県入札監視委員会の設置（平成14年４月）
○ 建設工事請負契約の標準契約約款に不正行為による損害賠償予約及び契約
解除権の規定の追加（平成14年４月）
○ 建設関連業務委託契約の標準契約約款に不正行為による損害賠償予約及び
契約解除権の規定の追加（平成14年12月）

○ 民間活力の活用の取組の状況

区 分 内 容

○ 「民間委託等の推進に関する基本指針」の策定（平成14年11月）

○ 「民間委託等の推進に関する基本指針」に基づく民間委託の推進（平成15

年度）

○ 新聞広報のレイアウト業務の民間委託（平成13年４月）

○ 運転免許証更新の即日交付窓口業務（八戸警察署）の民間委託

(平成13年10月)

○ 梵珠少年自然の家のボイラー管理業務の民間委託（平成14年４月）

○ メールマガジンの配信等に係る作業の民間委託（平成14年８月）

○ 運転免許試験に係る試験講習業務（大型二種・普通二種免許取得者に対す

民 間 委 託 等 る応急救護処置及び取得時講習）の民間委託（平成14年６月）

○ 青森県立三沢航空科学館の管理運営業務の(財)青い森みらい創造財団への

委託（平成15年度）

○ 消費生活センターの管理運営業務（一部）の民間委託（平成15年度）

○ 青森県営柳町駐車場の業務の民間委託（平成15年度）

○ 青森県営駐車場の業務の民間委託（平成15年度）

○ 岩木川第一発電所の配電盤運転監視業務の民間委託（平成15年度）

○ 八戸工業用水道管理事務所の配電盤運転監視業務の民間委託(平成15年度)

○ 県立高等学校（１校）の警備業務の民間委託（平成15年度）

○ 高圧ガス保安法による第一種製造施設（高圧ガス貯槽周期開放）検査業務

の委任（民営化）（平成13年４月）

○ 食鳥検査業務の委任（民営化）（平成15年度）

○ 「青森県ＰＦＩ活用指針」の策定（平成14年３月）

Ｐ Ｆ Ｉ の 活 用 ○ 「青森県ＰＦＩ活用指針」に基づくＰＦＩ活用の推進(平成14年度～)

○ ＰＦＩ導入可能性調査実施案件の選定（平成15年度実施分１件（弘前合同

庁舎に係る事業））
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○ 公社等の統廃合の取組の状況

区 分 内 容

○ (財)青森県栽培漁業公社の廃止（平成13年10月31日） (社)青森県栽培漁業振興協会へ統合

○ (財)青森県出稼協会の廃止（平成14年３月31日）

○ (財)青森県長寿社会振興財団の廃止（平成14年３月31日）

社会福祉法人青森県すこやか福祉事業団へ統合

○ (社)青森県農業経営改善支援センターの廃止（平成14年３月31日）

(社)青森県農村開発公社へ統合

廃 止 ○ (財)青森県下水道公社の廃止（平成14年３月31日） (財)青森県建設技術センターへ統合

○ (社)青森県肉用牛開発公社の廃止（平成15年３月31日）

○ (財)青い森振興公社の廃止（平成15年３月31日） (社)青い森農林振興公社へ統合

○ (財)青森県企業公社の廃止（平成15年３月31日） (社)青森県産業振興協会へ統合

○ (財)青森県国際交流協会の廃止（平成15年３月31日） (財)青い森みらい創造財団へ統合

○ (社)青森県栽培漁業振興協会の廃止（平成16年３月31日）

○ (財)青森県沿岸漁業振興協会の廃止（平成19年３月31日）

○ (社)青森県栽培漁業振興協会及び(財)青森県栽培漁業公社の統合(平成13年11月１日)

→(社)青森県栽培漁業振興協会

○ 社会福祉法人青森県社会福祉事業団及び(財)青森県長寿社会振興財団の統合

（平成14年４月１日） →社会福祉法人青森県すこやか福祉事業団

○ (財)青森県建設技術センター及び(財)青森県下水道公社の統合（平成14年４月１日）

→(財)青森県建設技術センター

○ (社) 青森県農村開発公社及び(社)青森県農業経営改善支援センターの統合

統 合 （平成14年４月１日） →(社)青森県農村開発公社

○ (社)青森県農村開発公社及び(財)青い森振興公社の統合（平成15年４月1日）

→(社)青い森農林振興公社

○ (社)青森県産業振興協会及び(財)青森県企業公社の統合（平成15年４月1日）

→(社)青森県産業振興協会

○ (財)青森県スポーツ振興事業団及び(財)青森県国際交流協会の統合

(平成15年４月1日） →(財)青い森みらい創造財団

○ 青森県土地開発公社、青森県道路公社及び青森県住宅供給公社の管理部門の統合

（平成14年４月１日）

○ 民間との連携・協働へ向けた取組の状況

区 分 内 容

○ 「パートナーシップガイドブック」及び「県民参加ガイド」の作成

県民とのパートナー （平成14年３月）

シップ構築 ○ 「県民と行政のパートナーシップ推進ビジョン」の策定（平成15年３月）

○ 「県民と行政のパートナーシップ推進ビジョン」に基づく取組の推進

（平成15年度）

県民主体による政策 ○ 「あおもり県民政策ネットワーク」への支援（平成13年度～）

形成 ○ 政策形成データベースの構築及び運営（平成13年度～）

６



平成１４年度青森県行政改革実施計画の実施状況

実 施 状 況
推 進 項 目 ・ 取 組 項 目

◎ 実 施 済 △実施（未了） ● 未 実 施 計

Ⅰ 公正で透明な開かれた県政の推進 ８６(82.7％) １４(13.5％) ４( 3.8％) １０４

１ 行政手続制度等の充実 ８(66.7％) ４(33.3％) １２

２ 情報公開の推進 ５(83.3％) １(16.7％) ６

３ 情報発信機能の充実 ５０(87.7％) ５( 8.8％) ２( 3.5％) ５７

４ 県民参加の推進 ２３(79.3％) ５(17.2％) １( 3.5％) ２９

Ⅱ 県民本位の行政サービス提供の推進 ６９(75.8％) ２０(22.0％) ２( 2.2％) ９１

１ 行政手続の簡素化 ２３(76.7％) ６(20.0％) １( 3.3％) ３０

２ 窓口及び公共施設のｻｰビｽの向上 ２１(80.8％) ４(15.4％) １( 3.8％) ２６

３ 出先機関等の機能の充実 １９(70.4％) ８(29.6％) ２７

７ その他 ６(75.0％) ２(25.0％) ８

Ⅲ 簡素で効率的･効果的な行財政運営の推進 １４８(86.5％) ２２(12.9％) １( 0.6％) １７１

１ 出先機関の抜本的見直し ６(75.0％) ２(25.0％) ８

２ 事務処理体制の見直し １０(76.9％) ３(23.1％) １３

３ 職員数の適正化 １(100 ％) １

４ 職員給与の適正化 ３(60.0％) ２(40.0％) ５

５ 財政の健全性の確保 １７(100 ％) １７

６ 効率的かつ計画的な財政運営 ２１(95.5％) １( 4.5％) ２２

７ 公共工事コストの縮減 ６(100 ％) ６

８ 民間委託等の推進 １５(62.5％) ９(37.5％) ２４

９ 公社等の見直し ３６(92.3％) ３( 7.7％) ３９

10 事務手続等の改善 ２４(88.9％) ２( 7.4％) １( 3.7％) ２７

11 その他 ９(100 ％) ９

Ⅳ 時代変化へ対応する県政の推進 １０３(85.8％) １５(12.5％) ２( 1.7％) １２０

１ 自治の基盤の整備 ２８(77.8％) ８(22.2％) ３６

２ 市町村の行政体制の整備の推進 ７(87.5％) １(12.5％) ８

３ 市町村との連携協力の推進 １１(100 ％) １１

４ 隣接道県との連携強化 １９(86.4％) ２( 9.1％) １( 4.5％) ２２

５ 民間との連携・協働ﾍ向けた取組の推進 ２６(83.9％) ４(12.9％) １( 3.2％) ３１

６ 環境に配慮した行政の推進 １２(100 ％) １２

合 計 ４０６(83.5％) ７１(14.6％) ９( 1.9％) ４８６

注 「◎実施済」.........平成14年度で実施済（措置済）のもの

「△実施（未了）」...平成14年度において実施したが、未完了（継続）のもの

「●未実施」.........平成14年度において実施できなかったもの

７



◎実施済 △実施（未了） ●未実施

実 施 状 況
推 進 項 目 ・ 取 組 項 目

20 40 60 80

Ⅰ 公正で透明な開かれた県政の推進

１ 行政手続制度等の充実

２ 情報公開の推進

３ 情報発信機能の充実

４ 県民参加の推進

Ⅱ 県民本位の行政サービス提供の推進

１ 行政手続の簡素化

２ 窓口及び公共施設のｻｰビｽの向上

３ 出先機関等の機能の充実

７ その他

Ⅲ 簡素で効率的･効果的な行財政運営の推進

１ 出先機関の抜本的見直し

２ 事務処理体制の見直し

３ 職員数の適正化

４ 職員給与の適正化

５ 財政の健全性の確保

６ 効率的かつ計画的な財政運営

７ 公共工事コストの縮減

８ 民間委託等の推進

９ 公社等の見直し

10 事務手続等の改善

11 その他

Ⅳ 時代変化へ対応する県政の推進

１ 自治の基盤の整備

２ 市町村の行政体制の整備の推進

３ 市町村との連携協力の推進

４ 隣接道県との連携強化

５ 民間との連携・協働ﾍ向けた取組の推進

６ 環境に配慮した行政の推進

合 計

20 40 60 80

８



青森県行政改革実施計画登載の項目数の推移

青 森 県 行 政 改 革 大 綱 青 森 県 行 政 改 革 実 施 計 画 平成15年度実施計画の
実施スケジュール項目

計 画 事 項 実施スケジュール項目 （実施年度別）

取組

推 進 項 目 ・ 取 組 項 目 13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度 13年度 14年度 15年度

事項 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画 計 画
登 載 登 載 登 載 登 載 登 載 登 載 実 施 実 施 実 施

Ⅰ 公正で透明な開かれた県政の推進 １０ ４４ ４８ ４８ １０１ １３０ １３４ ９０ １０４ ９８

１ 行政手続制度等の充実 ３ ５ ５ ５ １５ １５ １６ ９ １２ １３

２ 情報公開の推進 ３ ５ ５ ５ １０ １０ １０ ６ ６ ６

３ 情報発信機能の充実 ２ １８ ２２ ２２ ４４ ６９ ７１ ４５ ５７ ５１

４ 県民参加の推進 ２ １６ １６ １６ ３２ ３６ ３７ ３０ ２９ ２８

Ⅱ 県民本位の行政サービス提供の推進 １１ ４９ ５２ ５２ １０７ １３０ １３８ ７１ ９１ ７８

１ 行政手続の簡素化 ３ ２０ ２１ ２１ ４２ ５０ ５５ ２４ ３０ ２５

２ 窓口及び公共施設のｻｰビｽの向上 ２ １６ １８ １８ ３０ ３７ ３８ ２１ ２６ ２１

３ 出先機関等の機能の充実 ５ １１ １１ １１ ２７ ３２ ３２ ２１ ２７ ２２

７ その他 １ ２ ２ ２ ８ １１ １３ ５ ８ １０

Ⅲ簡素で効率的･効果的な行財政運営の推進 ２８ ６４ ７０ ９０ １７９ ２３６ ３４０ １１７ １７１ １７７

１ 出先機関の抜本的見直し １ ４ ４ ４ １８ １９ ２４ ６ ８ １１

２ 事務処理体制の見直し ５ ６ ６ ６ １２ ２１ ２４ １２ １３ １１

３ 職員数の適正化 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

４ 職員給与の適正化 ２ ２ ２ ２ ５ ８ ９ ７ ５ ４

５ 財政の健全性の確保 ２ ３ ３ ３ １２ １０ １９ ７ １７ １８

６ 効率的かつ計画的な財政運営 ５ ９ ９ ９ １９ ２０ ２４ １５ ２２ ２２

７ 公共工事コストの縮減 １ １ １ １ ２ ２ ６ ６ ６ ６

８ 民間委託等の推進 ２ １３ １３ ３３ ２６ ３０ １０５ １１ ２４ ６３

９ 公社等の見直し ２ １２ １６ １６ ４１ ７２ ７２ ３２ ３９ １７

10 事務手続等の改善 ５ ９ １１ １１ ３３ ４３ ４５ １３ ２７ １９

11 その他 ２ ４ ４ ４ １０ １０ １１ ７ ９ ５

Ⅳ 時代変化へ対応する県政の推進 １５ ６６ ６６ ６６ １３０ １４２ １５７ １２０ １２０ １１６

１ 自治の基盤の整備 ３ １９ １９ １９ ４５ ４６ ５４ ３９ ３６ ３９

２ 市町村の行政体制の整備の推進 ３ ８ ８ ８ ８ ８ ８ ７ ８ ７

３ 市町村との連携協力の推進 ２ ６ ６ ６ １０ １３ １３ １０ １１ ９

４ 隣接道県との連携強化 １ １０ １０ １０ ２０ ２４ ２９ ２０ ２２ ２２

５ 民間との連携・協働ﾍ向けた取組の推進 ５ １９ １９ １９ ３２ ３６ ３８ ３１ ３１ ２９

６ 環境に配慮した行政の推進 １ ４ ４ ４ １５ １５ １５ １３ １２ １０

合 計 推進項目 ４ 取組項目 25 ６４ ２２３ ２３６ ２５６ ５１７ ６３８ ７６９ ３９８ ４８６ ４６９

９


